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津波PRAの実施にあたって、津波の浸水や波力などの作用を基にフラジリティ評価を行うためには、

津波ハザード評価結果を忠実に反映した津波フラジリティ評価用の入力条件が必要であるが、膨大な計

算が必要とされるなど実務上の課題がある。本研究では、津波ハザード評価結果を忠実に反映した津波

フラジリティ評価用入力条件の実用的な設定方法を示す。 
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1. 緒言 

前報[1]において、フラジリティ評価用のコンロールポイント（以下、CP）設定方法、CP 地点で目標水位(以

下、目標水位)となるフラジリティ評価用津波入力条件の設定方法を提示したが、ハザード評価結果の忠実な

再現という観点で課題が残された。本報では、ハザード評価結果に忠実に反映した設定方法を示す。 

2. 津波計算ケースのグループ化と内挿 

津波高さは前報[1]の検討結果を踏まえ、CP 地点で 5～12 m の区間で 13 種類を選定した。ハザード評価結

果を忠実に津波フラジリティ評価に活用するために、各区間別に累積寄与度が 99.9%となるまでの寄与度上

位の津波計算ケースを選択した。計算コストを削減するため、(1)水位時系列が類似するケースのグループ化、

(2)水位時系列データの内挿による入力条件作成、を適用した。(1)は破壊開

始点のみが異なるケースをグループ化し、(2)は目標水位約 1m 間隔の時系

列データを基に、0.5m 間隔のデータを作成した。さらに、敷地内に浸水し

ないことが明らかなケースを実施せずに済むように計算と判断の手順を工

夫し、計算すべきケース数を 847 ケースから 8 割程度削減した。作成され

た津波入力条件では、寄与度は小さいものの評価地点に大きな津波を作用

させる津波波源などの情報が正しく保持されていることを確認した（図 1）。

また、この津波入力条件は、前報[1]の方法より CP の目標水位をより忠実に

再現する。 

3. 津波 PRA への反映 

本手法は、ハザード評価結果を忠実に反映したフラジリティ評価用入力条件設定方法として、一般的に適

用できる。今後、グループ化や内挿処理によって生じる不確実さについて整理する予定である。 
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